
プロジェクトの背景と概要

　「サステナブル技術普及プラッ
トフォーム（STe P P）」は
UNIDO東京事務所によって設立
され、日本企業の持つ優れた技術
や知見を途上国・新興国に移転し、
各国の課題解決に寄与することを
目的としたプラットフォームだ。
エネルギーや環境、アグリビジネ
ス、保健衛生、災害対策の５分野
の技術が対象で、2022年６月時
点で117企業から135件の技術が
登録されている。今回報告された
感染症対策支援のプロジェクトの
技術移転が始まったのは2021年。
コロナ禍を受け、感染症対策技術
を求める国々を支援する一環で、
UNIDOは日本政府から約4.32億
円の資金支援を受け、「STePP 
技術実証プロジェクト」を実施し
た。このプロジェクトでは
STePP登録企業のうち、抗菌塗
装を行う企業や、ウイルスを除去
するための次亜塩素酸水の製造に
携わる企業など、感染症対策に関
連する技術を提供できる12社を
選定した。選ばれた企業は、
UNIDOの資金援助を受け、12
の対象国で技術移転を展開した。

前例ない状況下で試行錯誤

　コロナ禍による渡航制限中に始
まったこのプロジェクトは、主要
行程を全てオンラインで行うこと
となった。今回の報告会に参加し
た（株）キンセイ産業はこのプロ
ジェクトを通じてケニア・ナイロ
ビのムトゥイニ病院にガス化技術
を活用した医療廃棄物焼却炉を設
置したと発表した。コロナ禍によ
る渡航制限で、焼却炉の設置と操
作技術の移転を指揮する小規模ガ
ス化焼却の技術者が現地に行くこ
とは叶わなかったものの、２台の
カメラと６種類のアプリケーショ
ンを同時に使って、現地の技術者
たちに指示を出したそうだ。
　今年３月にプロジェクトを終え
た同社の担当者は「最初は戸惑い
もあったが、現地の医療従事者向
けにオンラインワークショップを
開催するなど工夫を凝らしてプロ
ジェクトを進めた」と報告した。

日本の新たな「技術移転」の形

　STePP技術実証プロジェクト
を担当したUNIDOの黒田浩介氏
は、「厳しい状況下でも工夫して
奮闘した結果、オンラインでも技

術移転ができるケースがあること
が立証された」と強調。同氏は今
回得られたオンラインでの技術移
転の知見はポストコロナ時代にも
適用できると確信している。移動
式診察設備など３種類の技術移転
支援事業が行われたケニアの在日
大使館職員も報告会に参加し、
「対面でも難しく感じるコミュニ
ケーションや文化の壁を、リモー
トでも双方の努力で乗り越えるこ
とができたのは素晴らしい。今回
の成功例を基に、これからも日本
からさまざまな技術を学びたいと
思う」と意欲的な姿勢を見せた。
　高い技術力を有しても、現地と
のコネクションがなければ海外進
出を困難に感じることもある日本
企業にとって、STePPを通じた
UNIDOとの連携はよい足掛かり
になったようだ。黒田氏も日本企
業から「STePPが自社の高い技
術を海外にアピールできる良い機
会だった」という声が寄せられた
ことを紹介し「（途上国と日本企
業の）双方にとってwin-winにな
ったと感じる」と述べた。今後も
オンラインを有効活用しながら、
日本の技術が途上国の課題解決に
貢献することが期待される。

新たな「技術移転」の形を立証

［UNIDO］

国際連合工業開発機関東京事務所（UNIDO ITPO Tokyo）は、６月９日国連大学で
「開発途上国の感染症予防に向けたSTePP技術の実証・移転による海外日本企業支
援事業」（STePP技術実証プロジェクト）の成果報告会を開催。プロジェクトに参加し
た日本企業９社と支援対象国10カ国の大使館職員らが出席した。

開発途上国のコロナ対策
プロジェクト成果報告会を開催

報告会参加者の集合写真＝UNIDO東京事務所提供

日本語学習や地域交流に活用

　ロシアの侵攻以来、ウクライナ
から国外に840万2,336人（６月
28日現在）が避難している。日
本政府（出入国管理庁）は、避難
を目的として日本に「短期滞在」
の在留資格で入国したウクライナ
人が、より長期の滞在を希望する
場合、就労可能な「特定活動（１
年）」の在留資格への変更許可申
請を受け付けることとした。
　同財団の笹川順平常務理事は会
見で、日本に避難してきた1,243
人（６月10日現在）の約８割が
特定活動の在留資格を取得したこ
とを紹介し、「日本に長期間滞在
する覚悟を決めている人も多い」
と話した。基金は日本語学校学費
への奨学金などに充てられるほか、
地域住民との交流イベントへの活
用も見込む。笹川氏は「生活をす
るにも、仕事をするにも語学力が
求められてくるので、日本語学習
の支援に力を入れたい。また、夏
祭りなど日本での生活を楽しむこ
とを忘れないでほしい」と述べた。

　同財団では日本に身寄りがあり、
申請が通った避難民に対し、渡航
費や生活費を支援してきた。その
他、避難民受け入れを行うNPO
団体などに対する助成や日本人学
生ボランティアをウクライナ隣国
に派遣する活動も行っている。
　日本政府はウクライナ避難民を
特例的な措置として受け入れ、積
極的に支援を進めてきた。毎週、
ポーランドからの直行便の一部座
席を借り上げ、日本への避難を希
望する人の移動をサポートしてい
る。さらに、日本に身寄りがない
避難民に対し、1日最大2,400円
の生活費を支給する。一方で、身
寄りがある避難民への支給はない。

駐日米大使の呼びかけで実現

　記者会見には、笹川氏に加え、
ラーム・エマニュエル駐日米国大
使とセルギー・コルスンスキー駐
日ウクライナ大使も同席し、３者
の連携により今回の基金設立が実
現したことが説明された。
　エマニュエル氏は、今年３月中
旬にウクライナから日本に逃れて

きた避難民を支援すると発表し、
交通系ICカードの提供などを行
ってきた。より多くの避難民をサ
ポートしたいと考えていたエマニ
ュエル氏が、ウクライナ避難民の
支援を続けてきた同財団とコルス
ンスキー氏に協力を求めた。
　エマニュエル氏は「数年間を日
本で暮らす可能性のあるウクライ
ナ人が、故郷のようにくつろいで
もらいたい」と話す。コルスンス
キー氏は「この基金によって日本
語を学んだウクライナの若者が、
将来的には両国の架け橋になるだ
ろう。多くの人から寄付をお願い
したい」と協力を呼び掛けた。
　当日はウクライナ北東部から５
月上旬に日本へ避難してきたウク
ライナ人家族３人も記者会見に参
加した。大学生のマークさんは
「日本語を勉強して、日本の大学
院に進学することができたらうれ
しい。サポートしてくれる全ての
人に感謝する」とあいさつした。

ニュース＆トピックス

基金設立し10億円の寄付募る
（公財）日本財団は６月13日、同財団内で記者会見を開き、ロシアによる侵攻が続くウクラ
イナから日本に避難してきた人々を支援する「ウクライナ避難民支援基金」を設置したと発
表した。10億円を目標に、個人や企業などから寄付を募る。集まった寄付金は、避難民が
安心して生活を送るための支援として、日本語学習などに役立てていく予定だ。

［日本財団］

日本で生活する
ウクライナ避難民の生活支援へ
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基金について説明する日本財団の笹川順平常務理事

同基金への寄付は同財団の特設サイト
https://ukraine-support.jp/ などを通
じて、９月末まで受け付ける。

日本で生活する
ウクライナ避難民の生活支援へ
日本財団

開発途上国のコロナ対策
プロジェクト成果報告会を開催
UNIDO ほか


